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　　　　　　　コミュニティ放送局 の存 立要件
一 営利(FPO)と非営利(NPO)の違い は何 を生 みだす のか一
坂　田　謙　司
要 　旨
　 10年目を 迎 えるコ ミュ ニティ 放 送局 に 、新し い動 きが始 ま って いる。 これ まで 営利 事業 者
(FPO)の みが事業 主体 とな っていたが 、非営利 事業者(NPO)を 事業主体とするコミュ ニティ
放送 局開局 が計画されているのである。この事業主体におけるFPO、　NPOと いう違いは、コミ
ュニティ放 送局にとって何を意味するのか。あるい は、これまで とは違 う新 しいコミュニティ 放
送 局の誕生を意 味す るのか。こ の点に関して、「地域メディア 」、「設立 ・運 営」、「発信 の場 」の
3点 か ら考察を行った。
キー ワー ド　コミュニティ放送　FPO　NPO　地域メディア　 発信　 参加
1　は　じ　 め　に
　 1992年に制度化されたコミュニティ放送は、2002年の今年で満10年を迎える。92年12月24日に開
局した北海道 函館市の 「FMい るか」を皮切 りに、この10年間で開局数は156局(2002年9月末現
在)に 達している。そして、今なお各地で開局の準備が進められ、あるいは開局を 目指す運動がさ
まざまな形で行われている。その中でも 注 目されるのが、NPO(特定非営利法人)を 事業主体と
する、あるいはNPOが 出資をした事業主体によるコミュニティ放送局開局の動きである。 日本の
民間放送の歴史において、事業主体は営利を 目的とした株式会社形式の法人のみが存在した。コミ
ュニティ放送局においても 同じで、その趣 旨や 目的にかかわらず、事業主体は営利 目的の株式会社




　 本論執筆時点では、NPO関 連コミュニティ放送局はまだ開局には至っていない1)。した がっ
て、その放送内容や経営方法などの個別具体的な比較はできない。仮に、さまざまな理由から最終































2)民間放送 開始当時は、「財 団法人 日本 文化 放送協会(現 株 式会社文化放送)」のような 、財 団法人形式 の非 営利
　 放送局も存在した。 日本放送協会(2001)。
3)毎 日放送(1961)。
4)2002年9.月現 在 で 確 認 で き た の は 、京 都 市 中京 区 「NPO京 都 コ ミ ュ ニ テ ィ 放 送(2002年4月 認 証
　 http://www.radiocafe.jp/)」、札 幌 市東 区 「NPOさ っ ぽろ 村コ ミュ ニテ ィ エ房(2002年5月 認 証http://www.




資する第三セクタ0形 式の2種 類がある5)。形式の違いにかかわらず、いずれも営利獲得を 目的と
した企業である。設立には出資という形での資金確保が必要になる。株式会社の場合、現時点では
設立時に資本金として最低1000万円が必要であり、出資者は資金を提供して株式を購入する代わり




















法に基づく公益法人(「社 団法人」と 「財 団法人」)があった。しかし、法人格取得に当たっては、
事業の 目的も さるものながら、基本財産額(数 千万円以上)や 活動実績、主務官庁による許可など






　 国や地方公共団体が行う事業である 「公共セクター」、民間部門が行う事業である 「民間セクター」のどちらに
　 も属さない「第三の事業(セ クター)」からこう呼ばれる。
表1　 NPO法人設立のための要件と 「12の活動分野」






















































Profit指向が強 まる と、収益 が増 えてMission性は
低 下








ボ ランティア(必 ず しも必要ない)→ 使 う場合は無
償


































ているメ ディア、すなわち地域メディアの1つ として捉 えられる。一般 的な地域メディアの定義
は、「一定の地域社会をカバレッジとするコミュニケ0シ ョン・メ ディア」となっている8)。地域



















9)コミュニティ放送局の 「地域性」あるいは 「共同性 」に関して は、坂 田謙 司(2001)を参照。





















FPOかNPOか の違いは一見関係 がないよう に見える。しかし、発信する場の確保と言う面で言
えば、営利 目的のFPOよ りは、社会的な貢献を重視するNPOの 方が有利 と言えるだろう。なぜ
なら、第一 に、いわゆる素人が発信する情報や番組 にはスポンサ0へ のメリットを付けにくいとい
う事情がある。実際、既存のFPOコ ミュニティ放送局の中には、番組の質を重視するので 「住
民・市民参加 」の番組枠を設けていない例もある。第二に、現状での「住民・市民」の発信は制度









11)コミュニティ放送普及促進 専門委員会(2001)。また1998年8.月に船津守が行った調 査によれ ば、コミュニテ
　 ィ放 送局設 立の理 由としても っとも 多かったのは 「災害情報の提供」であ り、「地域情報の提供」「地域 の活性
　 化 」がそれ に続いている。船津衛(1999)。
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イ 放 送局をNPO主 体で設 立 した場 合 でも 、それ はコミ ュ ニティ 放送 局 の一形 態と して捉 える べき
であ る。 そし て 、地域メ ディ ア にとって 、FPO、　NPOと いう 事業 目的 との 関連性 よ りも 、ど のよ
う に事業を 継続 して ゆく かが 問題 とな ろう。 こ の 「発信 の 場」 として のコ ミュニ ティ 放送 局 の問題
に 関して は、第5章 で改 めて 考察す る。
IV　コミ ュニ テ ィ 放 送 局 の 設 立 ・運 営 とFPO、　NPO
　 次に、設立と運営面での要件を考察してみる。放送事業は免許制なので、免許を 申請し、免許を
受ける「者」が必要になる。その 「者」は個人ではなく、法人あるいは団体となっている12)。つま
り、まず免許 申請者となる法人あるいは団体を設立し、その後に放送事業者 としての免許 申請を行
うことになる。この時点では、事業の 目的がFPOかNPOか は問われないが、事業を維持 ・継続
するための事業計画は提出しなければならない。
　 では、放送事業者としての法人を設立するには、どのくらいの資金が必要であろうか。県域FM
放送局を例 にすると、例え ば「エフエム東京 」が資本金13億3500万円。 以下 「エフエムジャパン
(J-WAVE)」が20億円、「エフエム京都」が13億5000万円などとなっている13)。一方、コミュニテ
ィ放送局の場合は、例えば 「FMい るか」が資本金3億 円、「FM守 口」が8000万円、「FMわ いわ
い」が2000万円などである14)。また、前 出の 「コミュニティ放送普及促進専門委員会」アンケート











初期資金は集めなければな らない。資金集めは基本的に会費という形式をとり、誰も が参加 でき
12)電波法第5条 には欠格事 由が定められていて、外国籍の法人や政府 、あるい は法人 の業務 を行 う役員 である場
　 合 などは免許 が与え られない。
13)いずれも、インタ ーネ ット上で公 開されている各放送 局の公式ホームペ ージの企業データ を用いた。各URL
　 は 、「エ フエ ム 東京 」http=〃www.tfm.co.jp/index.html、「エ フ エム ジ ャパ ン(J-WAVE)」http=//www.j-wave.
　 co.jp/、「エフエム京都 」http://fm-kyoto.j　p/。








　コミュニティ放送事業設立の 目的も中心となる人々も様々であるが、採算面(儲 け)を 中心とし
て設立している例はない。むしろ、これだけの累計(10年間で156局)が存在する点に注 目すべき
であろう。すなわち、FPO、　NPOに 関わらず、(県域放送事業と比較した場合ではあるが)先 述
した資金面での設 立の容易さがあ げられる。それ は、地域メディアとして、地域が持つ特性や期
待、要請を吸収しやすいことも意味している。
　次に、免許 申請である。コミュニティ放送局の免許 申請は、法人または団体が行う必要がある。



















16)NPO法ができる 以前に、　NPO的 なコミ ュニティ放 送局の可能性 がなかっ たわけで はない。そ れは、行政 が
　 　100%出資するコミュニティ放 送局である。コミ ュニティ放送局 の制度 化 当初 は、行政 の出資比率は30%まで
　 　に制限されていた が、1995年7月の規制緩和 によ り制 限は撤廃 された。 しか し、現在まで100%出資 のコミ ュ
　 ニ ティ放送 局は誕生 していない。 その理 由として は、行政の財政 事情がも っとも大 きいと思 われるが 、エ ン
　 タ ーテイメン ト性が必要とされるラジオ事業を営むスキル の問題 が大きいよう に思われる。




















































V　 「発 信 の 場 」 と して のコ ミ ュ ニ テ ィ 放 送 局 とFPO、　NPO
　これまで繰り返し触れてきたよう に、FPO、　NPOに 関わらず、コミュニティ放送局にとって地
域社会との結びつきを作る上での 「住民・市民参加」はもっとも重要かつ容易な方法である。なぜ
なら、番組 内でのゲス トや電話でのインタビューによる参加、局宛リクエス トやメッセージを送る


























　 このような 「住民・市民」の表現欲求とメディアへのアクセス に関しては、表現を実現する技術
としてのデジタル化や、表現する場としてのパブリック・アクセス ・チャンネル の存在がある22)。
1990年代以降の情報通信機器の小型化やデジタル化 は、新しい表現者を生み 出したとされ、特に
ケ0ブ ルテレビの 自主放送チャンネルとインターネットは、「住民 ・市民」の情報発信や表現の場
として注 目された23)。中でも 、ケーブルテレビの 自主放送チャンネルは、早い段階から利用されて
いた24)。この 「住民 ・市民」の表現の場 としてのパブ リック ・アクセス ・チャンネル確保 と、
NPOの社会運動1生はきわめて親和性が高い。それは、パブリック・アクセス 自体が「住民・市民」
による発信 に力点を置いており、商業ベースのFPO形 式によるマス ・メディアでは実現が難しい
こと。また、「住民 ・市民」の発信の場確保を 目的とする事業では、採算性よりも 目的の達成度が
重視 されるからである。そ の意味で、NPOが コミュニティ放送局を設 立しようとしている 目的
は、「住民・市民」の発信 の場としてのパブリック ・アクセス ・チャンネルを事業主体を含めて確
























　 このよう に、コミュニティ放送局における 「発信の場」としての要件は、地域メディアとして地




も のが 「発信の場」実現と確保にあると思われる。FPOコ ミュニティ放送局に比べて実現と確保
は容易かと思われるが、その場合でも、維持し継続するための経営的労力と発信する側のリテラ
シー教育は必要となるであろう。そして、 日本ではまだ制度としてのパブリック・アクセス ・チャ
















25)例えば、札幌市西 区の 「三角 山放送 局」は、市民が発信できる放送 局を作る 目的で設立されたFPOコ ミ ュニ
　　ティ放 送局である。「三角 山放送局」 は300人以上のボランティアスタッフで大部分 の番組 を作成 しており、そ
　　れ を支えているのが 「株式会社 らむれす 」というFPO企 業であ る。 社長以下4人 のスタッフ が営業か らボラ
　　ンティアスタッフの管理までをこなしている。
26)日本におけるパブリッ ク ・アクセス ・チ ャンネル問題 に関しては、津 田正夫 、平塚千尋(1998)、児 島和 人、
　　宮崎寿子(1998)などを参照。また、NPOと メディ アの問題 に関して は、津 田正夫(2001)を参 照。表 現の
　　場 として のコミュニティ放送 に関しては、井 口博 充(1998)などを参照。
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